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I.はじめに
藤森 茂
周知のように，原価計算論・管理会計論の研究分野では， 1980年代以降，
理論と応用あるいは実践とのギャップについての認識が高まり，ジョンソ
ン・キャプランの『レリバンス・ロスト』！）を契機にして， ABC （活動基
準原価計算： ActivityBased Costing)およぴABM（活動基準原価管理：
Activity Based Management)，原価企画等についての研究が盛んに行わ
れてきた。
このような動向は，最近の数十余年間の企業を取り巻く経済的・社会的
環境の激変が原価構造の変化をもたらした結果生じたものであるという認
識が一般的である。そして，こうした動向を標準原価計算を中心とするい
わゆる「伝統的原価計算理念」に対して，本質的あるいは根本的見直しを
1) H. Thomas Johnson & Robert S. Kaplan, Relevance Lost, Harvard Business 
School Press, 1987. 
90 (660) 第 43 巻第 4 号
迫っているものと考える見解が数多く見受けられる。そこでは，「原価計算
システムに対する情報ニーズは，経営環境や経営戦略の変化に応じて絶え
ず変化する。したがって，ある時代に特定の目的のために有用であった原
価情報も経営環境や経営戦略の変化に応じてその有用性を失うことがあ
る」2)といういわゆる「情報の目的適合性」の観点より，上記のABCおよ
びABM,原価企画等が新たな「戦略的原価管理」として，「伝統的原価管
理」に代わりうるものとの位置づけがなされている。
もっとも生産技術革新による FA(factory automation)化が直接労務
費の減少，間接費の増大をもたらしたこと，およぴ消費者の嗜好の変化に
伴う多品種少量生産の進展が，いわゆる「伝統的原価計算理念」にその見
直しを促す要因となっていることを否定するものではないが，単に情報の
被目的性に注目して，こうした動向を「原価計算の根源的変更」に結ぴつ
ける見解をそのまま受け入れてよいものであろうか。これらの「原価計算
の根源的変更」を指摘する数多くの見解では，諸環境の激変が原価管理の
基本思考，原価計算目的の性格，原価計算対象，原価計算単位，原価概念，
原価計算技法という全体の枠組みを大きく変化させていることを述べては
いるものの，これらの問題点については何ら言及することなく，単に「伝
統的原価計算」としての標準原価管理の問題点を列挙するか，あるいは標
準原価計算と比較して「戦略的原価計算」を述べるにとどまっているので
ある。特に，原価管理についてみれば，こうした数多くの見解では，「戦略
的原価管理」を従来の「伝統的原価管理」の進展•発展と捉えているのか，
全く新たなものとして原価管理の概念およぴ目的を捉えているのかその議
論の土台さえもが不明確である。これは，こうした諸見解では，「原価管理
の概念・目的」そのものを明確にしないまま議論を進めていることに根本
的な原因があるものと考えられる。そこで本稿では，新たな「戦略的原価
管理」における原価管理の概念を構築するために，原価管理目的の側面よ
2)小林哲夫『現代原価計算論』中央経済社，平成5年7月， 1-2ページ。
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りこの問題について考察するものである。
I.多元的な原価管理目的について
「最近の三0余年間に，わが国の企業を取り巻く経済的・社会的環境が
激変した。①工場での製品製造では技術革新が頻繁に行われ，コンピュー
タ関連の情報処理技術は飛躍的に進歩した。②生産は熟練工よりもむしろ
機械・設備に依存している。昭和四0年代には，少品種量産製品のコスト
引下げのため，専用機ラインが工場に設置された。昭和五0年代には，人
件費の高騰を抑制するため，工場生産のロポット化が図られた。③人々の
生活水準が高くなり，価値観が多様化し，消費者の嗜好も多様化した。そ
のために商品ライフサイクルが短縮化した。企業の生産形態は，多品種少
量生産形態へと移行した。④対米貿易摩擦，アジアNIESの追い上げ，
国際競争が激化した。⑤バプルの崩壊，円高，平成不況が進行した。」”また，
こうした経済的・社会的環境の変化と企業の製品生産形態の変化は，そこ
から発生する原価の構造も変化させる。「すなわち，①生産の機械化，自動
化，工場設備の無人運転化によって，製造原価中に占める直接労務費の割
合が激変した。②設備関係の間接費が増大した。③多品種少量生産により，
段取費や補助部門費が増加した。④販売後の顧客サービス・コストが増加
した。」4)
こうした原価の構造の変化は，いわゆる FA化の進展が直接労務費の減
少と間接費の増大を招くものとして，すでに多くの文献によって言及され
ているものである。これは，例えばH-P社では，直接労務費が製品原価に
占める割合がわずかに3~ 5％であるという認識から，直接労務費を製品
3)岡本清「管理会計の現状と課題」「會計』第149巻．第4号． 1996年4月． 6ペ
ジー。
4)同上論文． 7ページ。
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原価要索のカテゴリーより削除したという事実が指摘され列直接労務費
を減少させることが原価計算の問題の焦点となるという指摘がなされてい
ること叫また直接労務費の減少が，逆に間接（労務）費の増大を招いてい
るという指摘”として認識される。そして，この原価構造の変化に応じて，
従来の標準原価計算を中心とする「伝統的原価計算理念」に対し，変革を
促しつつあることが指摘されている。すなわち，「従来原価管理といえば，
標準原価計算が想定されてきたし，また企業でも長きにわたって原価管理
のための用具として標準原価計算が採用されてきた。…（中略）…標準原
価計算の役割は，財務会計・価格見積もり・損益予測目的に主として向け
られ，原価管理からは後退を始めているのである。」8)
岡本清教授は，このいわゆる「伝統的原価管理」としての標準原価計算
について，以下のように整理されている。
まずその基本思考の特質として，「①生産者中心の思考であった。②つま
り生産者の製造を中心に考え，標準規格製品の大量生産による原価の引き
下げという考え方を採用した。③そのためには，標準規格製品について原
価の達成目標である原価標準をあらかじめ定め，これを実際の製造活動中
に守らせればよいと考えた。つまり製品の量産段階における標準原価の維
持である。④現実には製品は関係各部門で製造されるので，経営組織は職
能別部門組織が採用され，経営管理者にとっては部門活動の合理化が重大
な関心事となった。⑤かくして伝統的原価管理では，原価管理用の情報は，
5) Rick Hunt, Linda Garrett and C. Mike Merz., "Direct Labor Cost Not 
Always Relevant At H-P," Management Accounting, February, 1985, pp. 60-61. 
6) David M. Dilts and Grant W. Russell., "Accounting for the Factory of the 
Future", Management Accounting, April, 1985, p.38. 
7) Henry R. Schwarzbach., "The Impact of Automation on Accounting for 
Indirect Costs", Management Accounting, December, 1985 pp.46-47.または，
James A. Brimson., "How Advanced Manufacturing Technologies Are Reshap-
ing Cost Management", Management Accounting, March, 1986,p.27. 
8)近藤恭正「原価管理の変貌」『會計』第137巻，第4号， 1990年4月， 64ページ。
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注意喚起情報（例外管理用の情報）であった。あらかじめ原価の達成目標
を指示し，実際の生産活動によって発生した原価が，達成目標である標準
原価から大幅にずれた場所に，経営者の注意を引きつけ，是正措置をとれ
ばよいとしたのである」叫
これらを伝統的原価管理を批判する立場では，製造プロセスの機械化自
動化が進み，能率管理そのものの必要性が減少し，エ員の作業能率や原材
料の消費能率を管理する必要性が減少したために，その管理をサポートす
る原価情報システムの必要性が減少した10)ことで，社会的・経済的環境の
激変に伴う原価構造の変化に対応して標準原価計算システムにおける原価
管理に変革を迫るべき要因となったものと解釈するのである。
ところで，こうした経済的・社会的環境の激変が企業の生産・販売構造
を変化させ，その結果，原価管理の基本思考，原価管理目的の性格，原価
計算の対象，原価計算単位，原価概念，原価計算技法という全体の枠組み
9)岡本 清，前掲論文， 4-5ページ。なお，標準原価計算の発達史の詳細につい
ては，（岡本清著『米国標準原価計算発達史』白桃書房， 1969年。）に詳しい。同教
授は，「テイラーの科学的管理法は，まさしく標準原価計算の基本的思考を示したも
のである」（同上書， 17ページ。）と指摘されている。
10)廣本敏郎「原価管理と ABC（活動基準原価計算）」『企業会計』 Vol.45,No.12, 
1993年12月， 48ページ。よく知られているように，標準原価計算はその起源より，
米国で一般にみられた「科学的管理法」運動との直接的な関係を認められるもので
あり，テーラーやその後継者たちにとって発展させられた標準行程や標準作業時間
がなければ，標準原価もほとんど意味を持たない (D.Solomons, The Histoガcal
Development of Costing, Studies in Costing, ed. by D. Solomons, Sweet & 
Maxwell, 1952, p.39.）。そして，標準原価計算の成立基盤である科学的管理法は，
その中心を課業管理にもとめるものであり，「課業は，われわれの用語法でいえば，
目標ないし基準としての作業能率水準を具体的に作業時間で表現したものである。
いわば，事前に示された業績（Performance)の数値である。そこで，目標としての
課業と事後の作業の実績とが時間尺度として比較され，またその差巽についての原
因の分析が行われる。そして，原因分析の結果を利用して必要な改善措置がとられ
ることになる。このような一連の管理活動を通じて作業の合理化がはかられるとい
うところに，課業管理の意義がある。」（溝ロ一雄著『経営統制』ダイヤモンド社，
1971年， 10-11ペー ジ。）
94 (664) 第 43 巻第 4 号
が大幅に変化しつつあるとし，この現象をもってパラダイムの転換という
指摘がなされている。これは，伝統的原価管理から戦略的原価管理への転
換をパラダイムの革命的，非連続的変化と捉え，この転換の意味するとこ
ろは伝統的管理会計がこれまでほとんど取り組まなかった問題である企業
環境の変化に対応する企業の基本的政策の立案と実行に役立つ会計，換言
すれば経営戦略の策定とその実行管理のための会計という新しい管理会計
領城の誕生にほかならない11)とするものである。ここでは「目的適合性」よ
り伝統的原価計算に対して，「原価計算に要求される目的は多元的であり，
しばしば原価計算が製品原価の計算という意味で理解されてきたため，必
然的に，製品原価情報に求められる目的も多元的であった。たしかに，情
報処理能力が飛躍的に拡大し低コストで利用できる以前には，単一の原価
計算システムによって多目的に利用することが経済的かつ合理的であっ
た。そして今世紀の第2四半世紀以降には財務会計的な製品原価計算が支
配的となっていたが，それにもかかわらず，その製品原価情報を管理的な
意志決定や原価管理にも利用しようとしたために，製品原価情報に関して，
いくぶん混乱した議論がみられるようになった。たしかに種々の目的を満
たすために，いろいろな製品原価情報を計算することは可能であるが，特
定の製品原価情報が満たし得る目的はそれぞれきわめて限定的である。製
11)岡本 清，前掲論文， 12-13ページ。なお，同教授はパラダイムについて，「トー
マス・クーンは，科学のパラダイムは，漸進的変化と革命的，非連続的変化とから
なると考えたが，これを筆者なりに理解すると，ある経済的・社会的環境のもとで，
企業経営上，特定の目的に役立つ管理会計情報が必要となり，そのような情報を作
成し，提供するために，会計単位，会計期間，適切な原価•利益の概念，会計技法
の枠組みが工夫される。その場合，環境も計算目的も変化しないが，計算目的にた
いし，より一層適切な管理会計の枠組みへと脱皮することがある。このような変化
が，パラダイムの漸進的変化であろう。これにたいし，・経済的・社会的環境そのも
のが変化し，そのために企業活動自体も変質した場合，計算目的そのものが変化す
る。変化した計算目的にたいし，構築される管理会計の枠組みは，従来の枠組みと
は大幅に変化する。このような変化が，パラダイムの革命的，非連続的変化となる
のではあるまいか」と述べられている（同上論文， 12ペー ジ）。
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品原価を算定することは当然のこととして一般に理解されているが，さて
それでは実際それが何に対して真に有用であるかについては明確ではな
い」12)という指摘などにより，その有用性を批判するのである。
しかしながら，これらの指摘がいずれもその議論の根本として標準原価
計算での「原価管理」が，経済的・社会的環境の激変に伴う原価構造の変
化に適応しなくなったことを述べてはいるものの，新たな「原価管理の概
念・目的」について何ら言及してはいないことに注意しなければならない。
単に社会経済的基盤の変化だけでただちに原価計算技術体系が変化すると
いうものではなく，その間に，利害関係者のインタレストが整序され，そ
れが原価計算の歴史的課題となり，それに応答するかたちで原価計算技術
体系の変革が生じるのであるから，原価計算の被目的性に注目したうえ
で13), 「原価管理の変更」を論ずる必要があることを忘れてはならない。つ
まり，生産工程の革新→原価計算手続の変更→原価計算目的の変容→原価
計算制度（システム）の変革という論理からのみだけでなく，現代の諸環
境が原価計算に何を求めているのか，ここから出発して原価計算の計算手
続の変革問題を考えなければならない，という側面があることに注意すべ
きであろう 14)。
この観点から「伝統的原価管理」より「戦略的原価管理」への移行を考
えれば，はたして前者の目的と後者の目的とがどのように変更されるのか
が問い直される必要があろう。つまり，前者から後者への移行が「根源的」
なものであるならば，当然ながら，前者の目的が本質的にどこに存在し，
かつ後者の目的が本質的にどこに存在するのかを明確にしたうえでなけれ
12)坂根 博「製品原価の正確性と真実性」『會計』第148巻，第5号， 1995年11月，
32ページ。
13)平林普博「技術革新と原価計算」『會計』第131巻，第 5号，昭和62年5月， 25-
26ページ。
14)同上論文，同上箇所。
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ば「根源的な変更」 15)であるという指摘はなし得ないものと考える。
こうした点に関連して，山形休司教授は次のように述べられている。
「最近の管理会計のひとつの傾向として，多目標の行動理論とか多元的な
組織目標が問題になることが多い。このことは，管理会計システムの設計
がトップ・マネジメントの目標設定から始まることを考えてみても，明ら
かに重要な問題である。そしてよく言われるように， GE社は組織業績測定
のために，収益l•生，生産性，社会的責任などの八つの目標を強調するので
ある。しかし，私的企業の目標というものは，結局は，収益性に帰着する
ことになる。すなわち多元的な組織目標が形成されることを否定するわけ
ではないが，たとえば，生産性だけで単独で企業目標になりうるかという
ことを考えてみれば明らかなように，多元的な目標というものは，実は目
標ではない。目標というのは，その実現に向って行動の向けられる最終の
結果であり，生産性は，収益性という目標達成のための手段ではあっても
目標とはなりえない。生産性の達成を最終の目標として経営活動が営まれ
ると考えることはナンセンスである。とすれば，企業目標とはやはり収益
性，より厳密に言えば長期持続的利益の確保にあり，それが企業存立のた
めの基本的条件である。問題は複雑多岐な経営活動の諸局面において，社
会的・経済的制約が加わることによって，それらが目標ないしは下位目標
のように意識されだしたことである。言いかえれば，複雑多様な組織階層
とそこで働く個人目標の多元化と組織目標との麒甑ということが，困難な
環境条件のもとで，経営活動に課せられる各種の制約を多くする。すると，
それらの制約があたかも目標であるかのように意識されだすのである。し
かも，多くの組織において，目標とか経営管理活動が管理会計システムの
設計に大きな影響を及ぽすので，余計にその問題が強く意識されだすので
ある。しかし，理論的に厳密に言うならば，企業目標としては，収益性だ
けがありうるだけである。したがって，管理会計の目的も，究極的には，
収益性のために活動する経営者の意志決定に役立つ情報の提供ということ
にある。」16)
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このように，原価計算での多元的な目的も究極的には，企業目的の「収
益性」に存在することは明らかであり，これを原価管理目的に係わらしめ
て考察すれば，「管理会計での情報提供目的が資本運動そのものを効率化す
るための情報の提供である」17)のであってみれば，原価管理目的とは本質
的には「効率性」に存在するものと結論できるのであって，決して多元的
なものではないのである。したがって，先の「伝統的原価管理」より「戦
略的原価管理」への移行を考えるならば，この原価管理目的の「効率性」
がそこでどのように位置づけられるのかが焦点となろう。
II.原価管理の概念
久保田音二郎教授は，原価計算には価格政策または価格計算に関連する
15)例えば，東海幹夫「伝統的原価計算理念からの脱却」「會計』第134巻，第 3号，
昭和63年9月， 28-29ペー ジ。
16)山形休司「管理会計の機能」『會計』第120巻，第6号，昭和56年12月， 5-6ペ
ージ。また企業目的について， E1本会計研究学会第52回大会特別委員会報告「新し
い企業環境下における原価管理システムのあり方」のまとめとして櫻井通晴教授は，
「われわれは，企業目的のなかでも利益をもって重要な目的の一つであると考える。
しかし，企業にとっては，利益の追求だけでなく株主への安定的な高配当，金紬機
関などの債権者への安定的利子支払いと返済の確保，従業員の福祉，経営者の育成，
環境の遂行，および国内だけでなく国外における社会との調和もまた極めて重要で
ある。企業目的をつきつめれば，組織の存続，成長，発展であるといえる。『持続可
能な成長』と表現することもできよう。組織を安定的に存続させるためには，利益
の獲得が必要である。それゆえ，組織の存続，成長，発展という目的は適正利益の
追求と矛盾するものではない」（櫻井通晴「インテグレーテッド・コストマネジメン
トの構想」『企業会計』 Vol.45,No.12, 1993年12月， 27ページ。）とされているが，
筆者は，企業目的をつきつめれば，やはり「利益」にあるのであって，その利益を
追求する過程に「組織の存続，成長，発展」があるものと考える。なぜならば，資
本主義社会では，「利益」を生み出さない企業の存続を容認することは資本の濫費に
すぎないからである。もちろん「組織の存続，成長，発展という目的は適正利益の
追求と矛盾するものではない」ことは言うまでもない。
17)山形休司，同上論文， 4ペー ジ。
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目的と原価を下げんとする目的という二つの目的があるものとし，前者の
価格政策または価格計算に関連する目的をもつものを「原価補償の理論」，
また後者の原価を引下げんとする目的をもつものを「原価管理の理論」と
して研究できると論理的に帰着したとされている 18)。このうち，「原価管理
の理論」にある原価を引き下げようとする目的は，「その背後にある生産活
動の実体を合理的に運営しそこに生ずる無駄を極力少からしめることによ
って，貨幣価値たる原価が引下がったように見える」19)ことで達成できる
ものである。
この点に関連して，原価の問題について概念上の混乱が見受けられる。
例えば牧戸孝郎教授は，「従来の管理会計は，『原価を減らせば利益が増え
る（原価↓ ⇒利益↑）』という前提の下に，原価の問題を偏重してきた。原
価中心主義であった。われわれの用語法に従えば，インプット指向であっ
た」20)と述べられている。しかし，「インプット」はいわゆる「給付」であ
って，これは原価計算の問題を「原価補償の理論」と「原価管理の理論」
に分けて考察すれば，明らかに「原価補償の理論」に位置づけられるもの
である。ここで確認しておきたいのは，インプットする犠牲手段である原
価材に対して原価の問題があるのでない21)以上，アウトプットの側に原価
の問題が存在するのであり，「原価は自らの力で低下しない。その基底にあ
18)久保田音二郎『原価計算論』同文舘，昭和26年，序2ページ。なお，ここでは，
企業行動においてはさまざまな意味内容の原価概念が存在するために，原価会計に
おいての原価概念を明確にするため，企業が材料，労務費，機械設備，その他サー
ビスを調達し，この原価材を生産工程に投入し，それぞれの原価材に応じた計算手
続を用いて，製品に原価を集計するものとして原価計算を想定している。
19)同上書，同上箇所。
20)牧戸孝郎「日本の管理会計の回顧と展望」『會計』第141巻，第4巻， 1992年4月，
23ページ。なお，同教授はこのインプットに対応するアウトプットとして，「原価が
増えてもそれ以上に収益が増える案（原価↑・収益↑）」，「原価を一定にして収益を
増やす案（原価→・収益↑）」をあげておられる。
21)久保田音二郎「原価会計の思考」『會計』第113巻，第2号，昭和53年2月， 3ペ
ジー。
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る素材の利用消耗を合理的にし無駄を排除することによって，はじめてこ
の目的が達成し得るのである」22)から，「原価を減らす」ことはアウトプッ
トの問題であって，これがすなわち「原価管理」であるといえよう。
佐藤進教授は，「原価管理とは，経営における部分個別管理に関する管理
者の原価責任を明らかにし，原価意識を高め，原価目標を設定し，その達
成並びに改善によって原価効率の向上を図ることを目的とする経営管理制
度である」23)と定義されておられる。同教授は，原価管理の概念は混乱と変
化の中で長い年月を過ごしてきたとし，その概念を明らかにするには，第
ーに原価管理の「管理」の意味を明確にすること，第二に，原価管理と利
益管理の違いを明らかにすること，の二つが重要なポイントであるとされ
ている 24)。以下，この二つの点につき同教授の見解を引用すれば，「原価管
理概念が混乱している理由の一つは，原価管理における『管理』の意味の
不明確さにある。『管理』をコントロールと解するかマネジメントと解する
かについて論争された時期もあったが，今日ではおおむねマネジメントと
する見解が一般的である。…（中略）…管理機能は，経営意志執行機能の
一つであり，経営意志決定機能とは別である。管理は執行管理であり，意
志決定された経営方針及ぴ経営構造のもとで，いかに巧く経営活動を進め
ていくか，多数の人々を協力させ秩序と調和を保ちながらいかに能率的に
活動を推し進めていくか，こうした経営活動の執行計画と執行統制を意味
する。
管理には，全体総合管理と部分個別管理の二つがある。全体総合管理は，
経営組織全体の観点から経営活動のバランスをとり，経営活動を総合統括
していくことを任務とする。利益管理は，まさにこの全体総合管理の代表
である。これに対し，部分個別管理は，経営者（全体総合管理者）と作業
22)久保田音二郎『原価計算論』， 28ページ。
23)佐藤進「原価管理の概念」『企業会計』 Vol.35, N o.8, 1983年 8月， 4ページ。
24)同上論文，同上箇所。
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者の中間に位する管理者の担当する機能であって，それぞれの管理者が担
当するところの部分的個別的経営活動の執行計画と統制である。原価管理
の管理がこれである。」25)
ここで同教授は，原価管理とは部分的個別的経営活動の執行計画と統制
であり，経営者（全体総合管理者）を除く中間管理者が執行するものであ
るという明確な定義付けを行ったうえで，原価管理の対象およぴ手段につ
いても言及され，前者の原価管理の対象は原価責任とし，後者の原価管理
の手段は原価目標を設定したうえでその達成を図ることにあるとされ，原
価管理の目的はすなわち効率性の追求にあることを明らかにされてい
る26)。
ところで今日，原価管理という場合にもつ意味は，必ずしもコスト・コ
ントロールの意味では用いられておらず，むしろ，コスト・マネジメント
の意味として用いられているが27)，ここでもいまだ概念上の混乱が見受け
られるように考えられる。一般に，「原価管理は，これを広く解する理解と
狭く解する理解とがある。狭く解した場合は，所与の生産・技術条件等の
下で達成することが望ましい水準（＝標準）を設定し，この水準を現実の
生産活動において達成，維持しようとするコスト・コントロール (cost
control) を意味する。コスト・コントロールは原価統制と呼ばれることも
ある。広く解した場合は，コスト・コントロールを含むとともに，さらに，
原価を引き下げないし原価低滅 (costreduction)活動が含まれる。ここで
の原価低滅とは，生産・技術条件等を改変し，原価水準自体を低下させる
ことを言う。広義の意味での原価管理はコスト・マネジメント (costman-
agement)とも呼ばれる」28)というように解釈されている。しかし，ここで
述べられているように原価管理の概念を広狭二つに分ける解釈では，広義
25)同上論文， 5ページ。
26)同上論文， 6-10ページ。
27)平林善博『原価計算の基本問題』森山書店， 1995年1月， 191ページ。
28)小林啓孝「原価管理と VE」『會計』第137巻，第 3号， 1990年 3月， 64ページ。
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の解釈とは単に狭義の解釈に「原価を引き下げないし原価低減活動」を含
んだものというのであれば，先に述べたように「原価を減らす」ことこそ
が「原価管理」である以上，広狭二つの概念としての定義付けを敢えて行
う必要性は認められない。そこでこうした混乱を避けるためにも，さらに
は「戦略的原価管理」の概念を定義づけるためにも，ここで改めて「原価
管理」についてその目的より考察してみよう。
原価管理目的は本質的には効率性にあることは既に「I.多元的な原価
管理目的について」にて言及した。したがって，この観点からみるとき，
多元的な原価計算システムの構築の一つとして，現在様々な論者によって
研究がなされているABCおよびABM,原価規格等での原価管理目的が
問われることも当然であろう。すなわち，社会的・経済的な環境が激変し
たために，企業の生産・販売構造が変化し，結果として，原価管理の基本
思考，原価管理目的の性格，原価計算の対象，原価計算単位，原価概念，
原価計算技法という全体の枠組みが大幅に変化しつつあるというパラダイ
ムの転換が起こっているのであるならば29)，この変化しつつある全体の枠
組みのなかでの原価管理の基本思考および原価管理目的の性格について何
らかの定義がなされる必要があろう。なぜならば，こうしたパラダイムの
革命的，非連続的変化が伝統的原価管理から戦略的原価管理への転換であ
るといわれ，ここでいわれる戦略的原価管理とは企業環境の変化に対応す
る経営戦略の策定とその実行管理のための会計という新しい管理会計領域
の誕生であると位置づけられているからである30)。そして，今日のABCお
よびABMなど，特に原価企画において想定されているのがこの戦略的原
価管理に他ならないからである。
原価企画についての詳細については，ここでは詳述を差し控えるが，そ
の概念についての定義をみれば，「原価企画は競合他社の動向を予測しなが
29)岡本清「管理会計の現状と課題」， 12-13ペ-ジo
30)同上論文、 13ページ。
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ら，マーケティング戦略，製品戦略， コスト戦略として， さらには外注等
を巻き込んだ企業集団として総合的に新製品等の開発プロセスを管理する
ものである。これはとりもなおさず，戦略的原価管理といわざるを得ない。
戦略的原価管理となれば，それは単なる新製品等の原価低減にとどまるも
のではなく，中長期の利益計画や利益開発戦略の一環として位覆づけられ，
全社的な総合的利益管理の中核をなすものである」31)とされる。ここでは，
「戦略的原価管理」として「全社的な総合的利益管理の中核をなすもの」
との位置づけがなされていることに注目するべきである。すなわち，先に
佐藤進教授による原価管理の概念で確認したように，原価管理と利益管理
とは，前者が経営者を除く中間管理者が執行する部分的個別的経営活動の
執行計画と統制であると定義づけられるのに対し，後者は経営者が全体総
合管理として経営組織全体の観点から経営活動のバランスをとり，経営活
動を総合統括していくことを任務とするものであって，概念的には本来区
別されるべきものである。したがって「戦略的原価管理」の概念は，利益
管理の概念を含むこと，およぴ経営者が執行する経営活動を含むことで，
いわゆる「原価管理の概念」の発展したものであるとはいえないことにな
る。「戦略管理会計の基本的枠組みを確立させること，それを伝統的管理会
計の枠組みの中で整合的に位置づけることが，われわれ研究者の現在直面
する最大の課題である」32)とすれば，この「戦略的原価管理」を原価計算に
おいて理論的にどう位岡づければよいのかが問われよう。
当然ながら，問題点が錯綜している現今の諸状況においてこのような大
命題に対してここでは結論を出し得ない。但し，この課題に対する解決策
としては，次のような二つのアプローチが考えられよう。第一のアプロー
チとしては，この「戦略的原価管理」を特定の概念をもつものではなく，
単に一連の経営管理手続を表す語句だと考えることである。ここでは先の
31)田中雅康『原価企画の理論と実践』中央経済社，平成 7年 7月， 14ページ。
32)岡本清，前掲論文， 13ページ。
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佐藤進教授が述べられた「原価管理の概念」に基づく原価管理に，経営者
による利益管理がプラスされたものとして位置づけられることになるた
め，原価管理目的としては「効率性」が依然として前面にでることになる。
この経営者による利益管理がプラスされるというのは，管理会計システム
として，「上位管理会計システムは上位者によって決定された目標利益を下
位者ひとり一人に分解し，個人化した標準収益または標準原価として割り
当てるので，組織目標が下位者の間で共有され，相互に了解される過程を
通じて，組織目標に関する共通（共同）主観性を形成することができない。
そこで，予算作成過程に新たに下位者を参加させて，予算目標について合
意をとりつけ，予算目標の内面性または共通化を図る参加予算型編成がお
こなわれるようになった」33)ことを意味する。したがって，このアプローチ
では，戦略的原価管理を管理会計システムという組織の発展・展開と捉え
るものといえよう。
第二のアプローチとしては，「戦略的原価管理」を従来にない新たな原価
管理とするものである。ここでは，いわゆるパラダイムの転換により，結
果として，原価管理の基本思考，原価管理目的の性格，原価計算の対象，
原価計算単位，原価概念，原価計算技法という全体の枠組みが大幅に変化
し全く別のものになると考えることである。従来の「伝統的原価管理」が，
「経営者（全体総合管理者）と作業者の中間に位する管理者の担当する機
能であって，それぞれの管理者が担当するところの部分的個別的経営活動
の執行計画と統制」であること，すなわち「ロワーとミドルの管理者が対
象となる管理会計」34)であったのに対し，「原価企画を管理会計ないし原価
計算の問題として取り扱うようになって初めて， トップの経営管理者が担
当する戦略的計画が管理会計の実質的な構成内容になりえた」35)とするも
33)高寺貞男『会計と組織と社会』三嶺書房， 1992年4月， 127ペー ジ。
34)宮本匡章「管理会計における戦略的計画」『企業会計』 Vol.47,N o.10, 1995年10
月， 18-19ペー ジ参照。
35)同上論文， 22ペー ジ。
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のである。しかしながら，ここではまず従来の代表的な管理会計•原価計
算手法が「ロワーとミドルの管理者が対象となる」ものであったと位置づ
けられるかが再検討される必要がある。また，このアプローチではその本
質的目的が「収益性」に存することになるため， トップの経営管理者が担
当する戦略的計画と原価管理の碁本思考およぴ原価管理目的の性格とがど
のように関わりをもつのかが明らかにされる必要があろう。さらには，「原
価の概念」の問題がある。つまり，「戦略的原価管理」に対して，「全社的
な総合的利益管理の中核をなすもの」という位置づけがなされているとい
うことは，当然ながら，財務活動に生ずるコストの問題も考慮される必要
があろう。したがって，これまでの原価とは，購買，製造，販売などの一
連の企業行動に伴なって生ずる原価の問題であったのに対して，一連の企
業行動と表裏の関係にあるところの財務活動に生ずるコスト 36)を含む新た
な原価の概念を構築する必要があるということである。すなわち，このア
プローチをとることは，原価の概念そのもののを新たに構築する必要があ
るということであり，従来の原価の概念の下で構築されてきた「伝統的原
価管理」を，その概念および目的を含めて，新たな原価の概念の下で構築
される「戦略的原価管理」とを単に比較する議論は，何ら意味をなさない
ものとなるであろう。
IV.結ぴにかえて
以上，原価管理目的に関連して，いわゆる「伝統的原価管理」と新たな
「戦略的原価管理」について若干の考察を行った。本稿にて，触れたよう
に，現代の原価計算・管理会計の分野において，原価企画等の新たな原価
管理手法が要請されるようになったことは紛れもない事実である。また，
一言に「原価管理」といっても，それが，企業の経営活動全般に関与する
36)久保田音二郎「原価会計の思考」，前掲論文， 13ペー ジ。
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ようになり，「戦略的原価管理」と呼ばれるように発展していることも否定
するものではない。しかしながら，「原価管理」の概念が未だ確定されるこ
となく，その発展・展開が議論されていることは問題である。特に，本稿
にて述べた「戦略的原価管理」を第二のアプローチで捉えた場合，原価そ
のものの概念より再構築される必要があるため問題が複雑となるであろ
う。
ただ，「戦略的原価管理」という概念も，例えば原価計算の本質を広狭二
様の定義に分かつ見解をとれば，広義の原価計算は技術者がパイロット・
プラントを行う際に工業簿記を用いずに行うものも含まれてしまうので，
これは会計学としての原価計算の対象外となるように37), 「戦略的原価管
理」も本稿にて検討したような，概念論からのアプローチの構築がなされ
ないままでは会計学の対象外となるのではないかというおそれがあるもの
と思われる。
37)櫻井通晴「原価計算の起源・完成期に関する本質論的考察」『會計』第105巻，第
1巻，昭和49年1月， 97ページ。
